
滋賀大学教育学部・大津市教育委員会おおつ教育連携推進協議会の設置に伴う覚書

滋賀大学教育学部（以下「甲」という。）と大津市教育委員会（以下「乙」という。）は、

平成 2 7 年 9 月 7 日付けで締結した滋賀大学教育学部と大津市教育委員会の連携に関する

協定書（以下「協定書」という。）第2条に掲げる連携事項の円滑な推進を図るため、 次の

とおり覚書を取り交わす。

（目的）

第1条 大津市における学力向上事業、 教職員の資質向上、 教員を志望する滋賀大学学生

の資質向上等について協議し、 提言を行うことにより、 教育の向上を実現することを目

的として、 滋賀大学教育学部・大津市教育委員会おおつ教育連携推進協議会（以下「協

議会」という。）を設慨する。

（協議事項）

第2条 協議会は、 滋賀大学教育学部長又は大津市教育委員会教育長の求めに応じて、 次

に掲げる事項について協議する。

(I)学力向上の取組（学力調査分析を含む。）に関すること。

(2)教職員の研修に関すること。

(3)滋館大学学生の教育実習、 インタ ーンシップ及び学生サポ ー タ ーに関すること。

(4)教職大学院にかかる実習及び学校ボランティアに関すること。

(5)児童生徒支援にかかる取組（調査分析を含む。）に関すること。

(6)その他、 大津市教育委員会と滋賀大学教育学部の連携に関すること。

（組織）

第3条 協議会は、 次に掲げる構成員をもって組織する。

(I)滋賀大学教育学部長

(2)大津市教育委員会教育長

(3)滋賀大学教育学部長が指名する者

(4)大津市教育委員会教育長が指名する者

（議長）

第4条 協議会に議長を置き、 前条第1号の者をもって充てる。

2 議長は、 協議会を招集する。

3 議長に事故あるときは、 あらかじめ議長が指名した者がその職務を代行する。

（専門部会）

第5条 協議会は、 必要に応じて専門部会を置くことができる。

(I)専門部会は、 滋賀大学教育学部及び大津市教育委員会からそれぞれ選出された者を

もって組織する。

(2)その他専門部会に関し必要な事項は、 協議会が別に定める。

（事務）

第6条 協議会の事務は、 滋賀大学教育学部の事務部及び大津市教育委員会事務局におい

て処理する。

【資料５】



（有効期限）

第 7 条 この覚書の有効期限は、 協定書第4条に定める期間とする。

（その他）

第8条 この党書に定める事項について疑義が生じたとき又はこの覚書に定めのない事項

について必要があるときは、 甲、 乙が協議して定めるものとする。

この覚書の成立を証するため、 本覚書を 2 通作成し、 甲乙署名捺印のうえ、 各 1 通を

保有する。

平成 3 0 年 3 月 2 6 日

甲 滋賀大学教育学部

学部長 ぅ良壱予対往

乙 大津市教育委員会

教育次長 1甜 互



平成26年３月

滋賀県教育委員会

滋賀県公立学校教員
人材育成基本方針

【資料６】

出典：滋賀県公立学校人材育成基本方針
　　　抜粋(表紙～5頁まで)



Ⅰ 人材育成基本方針策定の趣旨

社会が急激に変化し、先行き不透明な時代にあって、学校教育を取りまく課題

は多様化、複雑化しています。また、子どもたちが21世紀を生き抜くための力と

して、思考力・判断力・表現力や、主体的に学ぶ力などの育成の必要性が重視さ

れており、新たな学びを支える教員の養成と、学び続ける教員像の確立が求めら

れているところです。

本県においても学力向上への対応や、いじめ・不登校への対応、また、英語教

育・情報教育・特別支援教育・キャリア教育の推進等、山積する課題への早急な

対応が必要となっています。このため、平成26年３月に策定した「第２期滋賀県

教育振興基本計画」により、今後５年間に取り組むべき教育施策を示したところ

、 、 。であり その重点取組の一つとして 教員の教育力を高めることを掲げています

これをうけて、滋賀県教育委員会では、本県教育の一層の充実を図り、次代を

担う子どもたちを育てるために、教員一人ひとりの教育理念の確立と、実践的指

、「 」 。導力の育成をめざし 滋賀県公立学校教員人材育成基本方針 を策定しました

今後はこの基本方針に基づき、関係機関と連携しながら、学校を中心とした人材

育成に取り組みます。



Ⅱ 人材育成に係る現状と課題

1 学校教育を取りまく現状

教育への関心が高まる中、本県においては、特にいじめ問題への対応や、全国

学力・学習状況調査結果などに対する県民の関心と期待が、今までになく高まっ

ています。また、インターネット環境やコミュニケーションツールの著しい進歩

など、児童生徒を取り巻く環境が大きく変化し、学校教育の課題はますます多様

化、複雑化してきています。さらに本県においては、今後１０年程度、教員の大

量退職に伴う大量採用が見込まれています。

こうした状況の中、教員にはこれまで以上に、経験年数や職務に応じた専門的

知識や指導力と、様々な教育課題に組織的に対応できる力が必要となり、この力

の育成が急務となっています。

２ 人材育成の課題

教員の人材育成については、これまでも、大学での養成や、学校現場・総合(1)

教育センターでの研修などの形で行われてきましたが、全体として各取組の体

系化が不十分であったため、その成果が学校現場での実践に、十分生かされて

きませんでした。

(2) 教員に求められる資質能力は、経験年数や職務に応じて異なりますが、明確

な指標がなく、その獲得は個々の教員に任されてきました。また、学校規模や

管理職の考え方、意識の違い等により、学校間でも人材育成の取組に差があり

ました。

(3) これまでは、先輩後輩などの同僚同士でお互いの力量を高め合ってきました

が、個々の教員に時間的、精神的な余裕がなくなってきたことから、じっくり

議論をしたり相談をしたりするといった同僚性が希薄になってきています。

(4) 学校の様々な課題には専門的・組織的な対応が必要ですが、これまでは個々

の教員に任されることが多く、各教員が役割を持って学校として対応すること

があまり行なわれてきませんでした。



Ⅲ めざす教員像と求められる力

１ 滋賀県がめざす教員像

人材育成を進めるにあたり、資質能力向上の明確な目標となるよう、滋賀県

の教員採用選考試験の実施要項で示されている先生像をもとに、平成24年８月

「 」の中教審答申において新たに示された これからの教員に求められる資質能力

を踏まえ 「滋賀県がめざす教員像」を示します。、

滋賀県がめざす教員像

１ 教育者としての使命感と責任感、教育的愛情を持っている人

・教職に対する情熱と誇りを持つ

・教職生活を通して自主的に学び続ける

・温かいまなざしで子どもたちの成長を見守る

２ 柔軟性と創造性を備え、専門的指導力を持っている人

・高度な専門的知識と確固たる教育理念を持つ

・授業力、生徒指導力、学級経営力等の実践力を持つ

・思考力・判断力・表現力の育成等、新たな学びが展開できる

３ 明朗で、豊かな人間性と社会性を持っている人

・社会の一員として尊敬され信頼される

・コミュニケーション力を有し、良好な人間関係を構築できる

・学校組織の一員として同僚と連携し力を発揮できる

・社会の多様な組織と連携・協働できる
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２ 教員に求められる力

教員としての力は、日々の努力や経験の積み重ねにより身に付けていけるもの

です。このため、まずは教員として早い時期から様々な経験を積み、自己研鑽を

通して、力量を高めていくことが重要です。また、年数を経るに従って、期待さ

れ、求められる力も変化し、より高度なものになることを意識し、常に向上しよ

うとする姿勢が大切です。

以下に、教員に求められる基本的な力を示します。

(1) 授業力

学校教育の中心は授業であり、授業力は、求められる専門的指導力の中で最

も重要なものです。今日学校教育は、高度化、複雑化する社会に対応できるよ

う変革が求められており、課題探究型の学習や協働的学び等を通して、児童生

徒の学ぶ意欲を高め、思考力、判断力、表現力や、主体的に学ぶ力を伸ばして

いくことが必要です。教員自身、専門分野の知識を身に付けるだけでなく、柔

軟性と創造性をもって実践力を高め、授業力を充分に発揮していくことが必要

です。

(2) 生徒指導力

生徒指導は、児童生徒の個性の伸長を図りながら、社会的資質や行動力を育

てる教育活動です。このため、全ての教員が、授業を含む学校教育のあらゆる

場面において、生徒指導力を発揮することが求められます。特に、児童生徒の

思いを読み取る感性や、危機管理能力を高めると同時に、児童生徒の行動の背

景をしっかり見立てて、対応する力を向上させることが必要です。

(3) 学級経営力

学級経営とは、担任が、学級で様々な活動を工夫し、実践することで、児童

生徒の豊かな人間性や社会性を育てる教育活動です。学級における望ましい人

間関係や集団づくり、児童生徒による活動等を通して、お互いを思いやる心や

、 。自主・自律の精神など 社会の形成者として必要な資質を育むことが必要です

(4) 組織対応力

学校教育を組織的に推進するには、全ての教員が、コミュニケーション力や

連携力、組織貢献力等を身に付ける必要があります。学校が抱える様々な課題

に対しては、教員が個々に取り組むだけでなく、専門的な力を活かし組織的に

対応する必要があり、そのためには教員自身が組織の一員であると自覚し、進

んで同僚と連携して対応することが必要です。また、学校の課題解決や活性化

のためには、地域や関係機関との連携がなくてはならないことから、外部の人

とも良好な人間関係を築ける力が求められています。
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３ 管理職に求められる資質能力

学校組織は管理職が少ないため 「なべぶた型」組織と呼ばれることがありま、

すが、管理職が全教員に対して、直接教育理念を伝えたり、指導したりすること

ができる利点があります。しかし、危機管理における対応や、新たな教育課題に

対応する際は、校長のリーダーシップのもと、校務分掌の主任や学年主任等の役

割を明確にし 「ピラミッド型」組織をおこして取り組むことが必要です。管理、

職には、このような学校組織の特性を生かして学校経営を進めることが求められ

ます。

以下に、管理職に求められる資質能力を示します。

(1) 学校教育の原動力

、 、 、学校教育の原動力となるものは 児童生徒に対する教育的愛情 教育的信念

教育に対する情熱であり、また、県民の期待に応えようとする姿勢です。これ

は、教育者としての経験により培われてきた力であり、学校の教育力を向上さ

せ、学校経営方針を具体化するための基盤となるものです。

(2) 学校経営の推進力

学校経営の推進力とは、学校教育目標を実現するため、教員一人ひとりの実

践的指導力を高めるとともに、教育課題に対応できる組織を構築する力です。

そのためには新たな情報を取り入れ、常に将来を見据えて、今何をなすべきか

を自らに問い、教員に働きかけることが重要です。また、日々児童生徒に向き

合う教員を、心身ともに支える気遣いも必要です。

(3) 関係機関との連携力

関係機関との連携力とは、外部機関との信頼関係を構築し、適切な折衝を行

い連携を構築する力です。現在学校が抱える諸課題の解決や、特色ある教育活

動の推進等には、校内的な運営にとどまらず、管理職自らが、積極的に地域や

関係機関との連携を進めることが重要です。

校長は、学校の最高責任者として、教育理念を明確にし、教員や保護者、児童

生徒に発信していかなければなりません。また、児童生徒が充実した学校生活を

送ることができるよう、常に教育課題を把握し、迅速な対応を進めながら、教育

の使命を果たしていくことが求められます。

一方、副校長・教頭には、校長の経営方針を実際の教育活動等に具体化するこ

とが求められます。教職員との人間関係をより適切なものとする中で、ビジョン

や価値観を共有し、学校教育目標を教職員の自己目標につなげることが求められ

ます。また、同時に個々の力を引き出し伸ばす人材育成の力が求められます。
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滋賀県教員のキャリアステー ジにおける人材育成指標【教諭】

【滋賀県がめさす教師像】 1 教育者としての使命感と貴任感、教育的愛情を持っている人 2柔軟性と創造性を備え、専門的指導力を持っている人 3 明朗で、豊かな人間性と社会性を持っている人

教員として必要な
(1)教職に対する情熱と誇りを持ち、温かいまなざしで子どもたちの成長を見守ることができる。

基本的な資質・能力
(2)教育公務員としての高い倫理観や道徳性を兼ね備え、服務規律を遵守し、言葉遣いやマナ ーなど、社会通念や社会人としての規範を意識した行動ができる。
(3)学び続ける教職員として、自主的に研修や研究会に参加し、研鑽を積み、自己の専門性の向上や指導の改善に努めることができる。

滋賀県教員として特に
(1)滋賀の自然や伝統・文化・環境などに関する知識、学校教育に関する基礎的知識、および専門分野に関する豊かな知識を持っている。

磨いてほしい資質・能力
(2)特別な教育的配慮を要する児童生徒や、外国人児童生徒等への学習支援など、共生社会に向けた多様な教育的ニーズに対応できる。
(3)いじめや差別を許さない確かな人権感覚を持ち、人権尊重の視点に立った児童生徒の理解や指導を行うことができる。

ス 準備ステー ジ 第 Iステー ジ ＇ 

第 1Iステ ー ジ 第 mステー ジ

キャリアステ ー ジ
フ―

採用前段階 1 年目,..., 3 年目
＇ 

4年目r"vlS年目
！ 

16年目以降

教職経験）
I 基礎習得期 実践力形成期 成熟発展期 深化・応用・円熟期
ジ
区 大学等において教育全般にわたり、 基礎 学級・教科担当としての実践力を磨き、 教員と 教員としての専門性や指導力を高め、 学年や分 他の模範となる教育実践を行い、 学校運営に参

分 的・基本的な知識や技能を習得する段階 しての基礎を固める段階 掌のリ ーダーとして推進力を発揮する段階 画していく段階

教育実践の内容 基礎的・基本的な教職に関する知識や技能の習得 学級・教科担当等を中心にした実践 学年・分掌等を見据えた実践 学校全体を見据えた実践
ス丁 ジに応じた主な教職研修 口若手教員研修（初任者・ 2 年次・ 3 年次研修） □ 6年次(G-0 J T)研修 □ 中堅教諭等資質向上研修 □ ミドルリダ研修 口教科指導力向上研修 □ 主幹教諭研修

教員に求められる資質・能力 育 成 指 標

児童生徒の理解 児童生徒の学習の理解度や定着度を踏まえた指導ができ 児童生徒の発達段階ごとの特徴を理解し、学習の理解度や 児童生徒一人ひとりのおかれた状況等を踏まえた、豊かで
児童生徒の発達段階に応じた教材研究や教材づく る。 定着度を見極めながら指導ができる。 共感的な理解に基づく指導ができる。
りに必要な基礎的な知識や技能が身に付いている。 教科書の学習内容に基づき、育てたい力を明確にしながら滋賀の自然や伝統・文化・環境などに関する知識を 教材研究ができる。 児童生徒の実態を踏まえ、学習指導要領に基づく、より学習 専門分野に関する豊かな知識に裏づけされた教材への深い

教材の解釈と開発 学んでいる。 滋賀の自然や伝統・文化・環境などに関する教育資源を活 効果が期待される補助教材の作成や、新たな知見に基づく 理解から、独自に開発した教材を同僚にも提供して指導でき

用した授業ができる。 教材のエ夫や開発を行っている。 る。

学習指導要領の目標や内容を踏まえた学習指導案 指溝内容を踏まえ、学習形態の工夫や板書、発間、机間指 児童生徒自らが新たな課題を見つけられるよう、課題発見・解決のプロセスを重視した授業を実践している。
指導技術 が作成できる。 導、時間配分等を適切に行うことができる。 経験により身に付けた教科に関する豊かな指導技術を用いた授業ができる。

授 業カ 板書や発問などの基礎的な指導技術が身に付いて
いる。 言語活動を重視したり、ICTを活用したりするなど、効果的な指導方法による授業実践ができる。

年間指導計画や単元の指導計画に基づき、本時で付けたい力、評価の重点を明確にして指導できる。 指導をどのような視点や手だてで改善していけばよいのかに

指導の評価と改善 学習指導要頷等の目標や内容を踏まえ、単元目標 児章生徒の「知識·技能」「思考·判断・表現」「主体的に学習に取り組む態度」を観点として評価し、この評価に基づいて授 ついて学校全体で共有し、互いに評価し合うための校内研
に応じた評価規準が設定できる。 業改善ができる。 修を設定して学校全体の授業改善を進めることができる。

学校の特色や児童生徒の実態を踏まえたカリキュラムを編成・実施・評価して、学校課題の改善を固ることができる。

児童生徒が主体的 主体的・対話的で深い学びの重要性を理解してい 児童生徒が見通しをもって主体的に取り組み、学習活動を 対話的な学習活動を通じて、児童生徒自らが考えを広げ、 児童生徒が主体的に学ぶ学びのサイクルを作り出し、自ら学

に取り組む授業 る。 振り返ることによって深い学びにつながる授業ができている。 深める授業ができるとともに、積極的に研究授業を行うなど、 ぶ力の向上を図るための授業改善に努め、模範となる授業
授業改善に努めることができる。 ができる。

児童生徒理解に基 児童生徒理解に基づいた指尊の大切さを認識して 学級や教科指導において、児童生徒を注意深く観察するこ 児童生徒の理解に努め、いじめや不登校等、間題行動の未 児童生徒の間題行動等の未然防止に向けた予防的な指導
づいた適切な指導 いる。 とにより、個々の教育的ニーズや課題を把握し、適切な指導 然防止や早期発見、早期対応を組織的にできる。 を行うとともに、学校全体の取組につなげることができる。ができる。

生徒指導力 支援を要する児童 支援を要する児童生徒に対する基礎的な配慮事項 支援を要する児童生徒の実態を把握し、安心して過ごせる 支援を要する児童生徒に応じた適切な指導・支援を校内の 関係機関や外部専門家と連携し、積極的・計画的に支援を

学級経営力 生徒の理解と支援 の必要性について理解している。 学級づくりができる。 関係分掌と連携して進めることができる。 進めることができる。

学級経営・学級づくり
学級集団形成についての基礎的な理論や知識を身 児童生徒一人ひとりの理解と把握に努めるとともに、望ましい集団づくりのための指溝ができる。
に付けている。 児童生徒の学習活動がより効果的にできる、美しく、安全•安心を確保した教室環境の整備ができる。 保護者との連携を大切にし、学年・学級経営を計画的に実

についての知識や実践 公平で受容的な態度で児童生徒に接することの重 基本的な生活習慣を確立するための指導を適切に行うことがで 児童生徒の社会性や自主性を育むため、学年行事等の企 施するとともに、常に改善に努めることができる。
要性を理解している。 きる。 画ができる。

コミュニケーション能力 社会人としてふさわしい言動がとれ、他者と良好な 同僚との日常的なコミュニケーションを大切にし、協働して教 若手教員育成のためのOJT活動に積極的に取り組むことが 同僚の持ち味や強みを引き出し、よりよい組織づくりの構築
人間関係を築くことができる。 育活動を行うことができる。 できる。 に向けた提案ができる。

報告・連絡・相談を意識し、いじめや不登校等の課題への対 保護者や地域と良好な人間関係を築き、その力を教育活動

連携カ 報告・連絡・相談の大切さを認識している。 応を、学校の方針に従い行うことができる。 に活かすことができる。 地域や保護者、閲係機関との円滑な連携・協働に努め、効
保護者との連携を大切にした教育活動を進めることができ 校務分掌にかかわらず、積極的に自分の役割を見いだし、 果的な教育活動を行うことができる。
る。 連携・協力しながら校務にあたることができる。

組織対応力 学年や分掌において、積極的に提案し、学校改革を進めよう 学年や分掌においてリ ーダーシップを発揮し、全校的な視

組織頁献力 組織の一員として、保護者•関係機関と連携・協働し 組織の一員として自己の役割を自覚し、同僚と協力して学校 とする姿勢を持っている。 野を持って学校運営に参画できる。
て力を発揮することの大切さを認識している。 連営に参画することができる。 自身の力量の向上のみならず、後輩教員に適切な指導がで 組織マネジメントの大切さを理解し、学校の教育課題把握に

き、よきモデルとなっている。 努め、課題解決に向けた企画や取組について提案する。

学校事故の末然防止、事故発生時の適切な対処の 事故発生時の対処の方法について学び、適切な対応をする 学校事故の末然防止のための対処行動を意識し、同僚や保 安全に対する意識を高く保ち、地域や保護者、閲係機関と
危機管理能力 重要性を認識している。 ことができる。 護者と連携して迅速な対応を取ることができる。 の連携を図りながら、非常変災や緊急事態等に組織的に対

応することができる。

【資料７－１】

出典：「滋賀県教員のキャリアステージにおける人材育成指標」　教諭



滋賀県教員のキャリアステー ジにおける人材育成指標【管理職】

(1)教育者としての使命感と責任感、教育的愛情を持って学校の経営や

管理職として必要な資質・能力
運営にあたっている。

(2)人権尊重の視点に立った児童生徒の理解、教育に対する情熱、県

民の期待に応えようとする姿勢を持って職務遂行にあたっている。

管 理 職

フ― 副校長・教頭 校 長
キャリアステージ

I 学校の教育課題を把握し、校長の学
（教職経験） 学校の最高責任者として、リ ーダー シップ

：：：ノ‘‘ 校経営方針に基づき、学校教育目標
を発揮し、学校教育目標の実現のため

の実現のため、教員を指導し、教育活
の学校経営を行い、経営の責任を負う

動の企画、調整等を行い、校務の運営
職

を行う職

教育実践の内容 学校全体を見据えた、組織マネジメントの実践

ステージに応じた主な教職研修 口副校長・教頭研修 口校長研修

管理職に求められる資質・能力
コ自 成 指 標

副校長・教頭 校 長

学校の教育課題把握に努め、課題解決
学校経営方針を明確に示し、常に教育
課題を把握し、リーダーシップを発揮し、

学校教育の原動力
に向けた企画や取組について提案する 迅速な対応を進めながら、学校の教育とともに、より効果的に実行するための校 力向上や学校教育目標の実現を目指内体制の整備を図る。 す。

学校教育目標の実現のため、新たな知
校長の学校経営方針を教育活動等に具 見を取り入れ、明確な教育理念と学校経

ビジョンの構築と共有
体化するため、ビジョンを共有し、学校 営のビジョンを示し、教職員と意識や取
教育目標を教職員の自己目標につなげ 組の方向性の共有を図る。
る調整を図る。 カリキュラム・マネジメントを計画的・組織

的に推進する。

危機管理のために、教員の服務管理を 危機管理を徹底し、学校危機の未然防

危機管理対応
徹底するとともに、教職員との情報共有 止や発生した時の対策を講じるととも
を密にし、迅速·適切な判断や対処がで に、教職員の規範意識を高め、スクール

学校経営の
きる体制の構築を図る。 コンプライアンスの確立を図る。

推進力 教員の授業力や生徒指導力向上のため 若手教員やミドルリーダー、管理職となの指導や助言などコミュニケーションをと る人材を育成するために、組織内でのコ
人材育成

り、教員一人ひとりの指導力の向上を図 ミュニケーションを大切にし、校務分掌
る。 の配置を工夫するなど、学校の組織力校長に校務分掌の配置等への助言を行 向上を念頭に置いた経営を行う。
う。

教職員一人ひとりに心身ともに支える気
教職員一人ひとりの勤務状況等に目を 遣いができ、心のゆとりややる気を喚起

働きやすい環境づくり 配り、適切な声かけや助言をすることで、 するワ ークライフバランスの取組を推進
働きやすい職場環境づくりに取り組む。 し、働きやすい職場環境づくりに取り組

む。

地域や保護者、関係機関庭との連携· 学校が抱える諸課題の解決、特色ある

連携・協働
協働を円滑に進めるため、双方向の情 教育活動や、働き方改革の取組の推進
報交換を図るなど、信頼関係の構築を 等のため、積極的に地域や保護者、関

関係機関と
固る。 係機関との連携・協働を図る。

の連携カ
教職員との間で情報共有を図り、関連法 非常変災や緊急事態等に対処するた

安全な学校づくり
令や、国や県の通知文等を踏まえ、学 め、地域や関係機関との連携・協働を図
校安全に配慮し、非常変災や緊急事態 りながら、児童生徒の安全な学習環境を
等に適切に対処できる体制を整備する。 保持するための体制を確立する。

【資料７－２】

出典：「滋賀県教員のキャリアステージにおける人材育成指標」管理職



【資料８】改組計画（教職大学院への移行）の概要

【資料９】改組後のコース編成のイメージ図

改組前(2020年度まで）

課程・専攻 コース 対象学生 入学
定員

【専門職学位課程】

高度教職実践専攻
（教職大学院）

学校経営力開発
コース 現職教員 ５

教育実践力開発
コース

現職教員 ７
学部卒生 ８

小 計 20 

【修士課程】

学校教育専攻

教育科学コース 学部卒生
現職教員 ６

障害児教育コース 学部卒生
現職教員 ６

教材開発コース 学部卒生
現職教員 23

小 計 35

計 55 

改組後(2021年度より）

課程・専攻 コース 対象学生
入学
定員

【専門職学位課程】

高度教職実践専攻
（教職大学院）

学校経営力
開発コース 現職教員 ５

教育実践力
開発コース 現職教員 ７

授業実践力
開発コース

主に
学部卒生 15

ダイバーシティ教育力
開発コース

学部卒生
現職教員 ８

計 35

【資料８】

【資料９】
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